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本判決は，被告Ｙが販売する商品（以下，

「Ｙ商品」という。）が原告Ⅹらの製造・販売す

る商品（以下，「Ⅹ商品」という。）の形態を模

倣した商品であることを認めながら（不正競争

防止法２条１項３号），Ｙ商品がⅩ商品を模倣

したものであることについて，ＹはＹ商品の製

造企画に関与しておらず，Ｙ商品の取引によっ

て譲り受けた時もＹ商品がⅩ商品の形態模倣商

品であることを知らず，かつ，知らないことに

重大な過失もないとしてＹの善意無重過失を認

めて形態模倣商品規制の適用除外規定（不正競

争防止法19条１項５号ロ）によりＹの不正競争

行為を否定した事例である。本件判旨に賛成す

る。

＜参照条文＞不正競争防止法２条１項３号，

同19条１項５号ロ

Ⅹ1（原告）は，動物，人形，ぬいぐるみ，

キャラクター商品等の製造，販売及び輸出等を

目的として大韓民国で設立された法人である。

Ⅹ2（原告）は，動物，人形等のぬいぐるみの

販売及び輸入等を目的とする株式会社である。

【事　実】

【要　旨】
Ⅹ1は，「プチホルダー」という名称のシリーズ

商品の一つとして小物入れにプードルのぬいぐ

るみを組み合わせたＸ商品を製造し，Ⅹ2に対

してⅩ商品を日本国内において独占的に販売す

る権利を許諾し，これに基づいてⅩ2は平成16

年８月ころからⅩ商品を販売している。

他方，Ｙは，百貨店及びチェーンストアの経

営等を目的とする株式会社である。Ｙは，平成

18年４月ころから，訴外Ａが企画，製造したＹ

商品を仕入・販売している訴外Ｂ社を経て仕入

れ，ＹのＣ事業部で販売している。Ｙは事業部

ごとに販売商品の仕入担当のバイヤーが異なる

ためＹが直接商品の開発や企画に関わることは

なかった。

バイヤーとⅩ2との関係については，平成14

年にⅩ2の担当者とＹのＤ事業部に属するバイ

ヤーのＥが名刺交換を行い，Ⅹ2の商品カタロ

グの交付を受け，翌年以降も継続的に商品カタ

ログの交付を受けているが，ＥはＣ事業部にお

ける商品の仕入れ等には関わっていなかった。

Ⅹ商品は平成17年及び平成18年のⅩ2の商品カ

タログに掲載されている。また，プチホルダー

は，平成15年に開催された出展社数2,250社，
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来場者数19万人を数える東京ギフトショーに出

展され，開催期間中に行われた東京ギフトショ

ーのコンテストにおいて審査員特別賞を受賞

し，そのことが業界紙に掲載されている。Ⅹは，

平成18年１月にⅩ商品の写真を自社のウェブペ

ージに掲載した。

Ⅹらは，Ｙ商品がⅩ1が製造しⅩ2が販売する

Ⅹ商品の形態を模倣したもので不正競争防止法

（以下，「不競法」という。）２条１項３号に該

当すると主張して，不正競争行為に基づく損害

賠償及び謝罪広告を請求した。また，Ｙが，Ⅹ1

が著作権を有するⅩ商品の形態を模倣したＹ商

品をⅩらに無断で販売，譲渡する行為は，Ⅹ1

の著作権及びⅩ商品の日本国内における販売等

につき独占的な権利を有しているⅩ2の利用許

諾権を侵害する不法行為に当たると主張して，

ⅩらはＹに対して不法行為に基づく損害賠償を

請求した。これに対してＹは不競法19条１項５

号ロに基づいて不競法２条１項３号の適用除外

を主張した。

ＹはＹ商品の譲受時にそれがⅩ商品を模倣し

たものであることにつき善意かつ無重過失とい

えるか，について判決は，

「Ｙにおける商品の仕入れは，商品の仕入れ

を担当する部門に所属するバイヤーが，仕入先

が行う多数の企画提案の中から，特定の商品の

企画提案を採用し，その販売数量や価格等を決

定して行うというものであり，また，Ｙ商品の

仕入れを担当する部門が１年間に取り扱う商品

数だけでも約12万点に及び，仕入先がＹに対し

て行う企画提案の数も極めて多数に及ぶものと

推測されることからすると，Ｙは，Ｙ商品の仕

入れを行うに当たり，Ｙ商品の企画や生産の過

程に関与することはなく，Ｙ商品の選定やその

販売数量及び価格等の決定のみを行っていたも

のと認められる。また，上記の膨大な数量の商

【判　旨】

品すべてについて，その開発過程を確認すると

ともに，形態が実質的に同一である同種商品が

ないかどうかを調査することは，著しく困難で

あるということができる。一方，Ⅹ商品は，こ

れまでの販売金額が合計19万487円，販売数量

も合計330個にとどまり，その宣伝，広告も，

Ⅹ2のウェブページや商品カタログに写真が掲

載されている程度であって，一般に広く認知さ

れた商品とは認められないことからすると，Ｙ

は，Ｙ商品をＢ社から購入するに当たり，取引

上要求される通常の注意を払ったとしても，Ⅹ

商品の存在を知り，Ｙ商品がⅩ商品の形態を模

倣した事実を認識することはできなかったもの

というべきである。以上によれば，Ｙは，Ｙ商

品の購入時にそれがⅩ商品の形態を模倣したも

のであることを知らず，かつ，知らなかったこ

とにつき重大な過失はなかったものと認められ

る。」

「Ｅは，Ｙ商品の仕入れを担当する部門のバ

イヤーではないことが認められ，また，Ｅとの

名刺交換からＹ商品の販売が開始される平成18

年４月ころまで約４年が経過しており，その間，

ＹにおいてⅩ商品の購入が具体的に検討された

形跡は認められないから，Ｙの一従業員である

Ｅとの名刺交換及び同人へのカタログ等の交付

という事情のみでは，ＹがⅩ商品の存在を認識

し，又は認識することができたということはで

きない。また，……，現在までＹにおいてⅩ商

品の購入が具体的に検討された形跡がないこと

に加え，Ｙが取り扱う商品の数が膨大であり，

Ｙが仕入先等から送付を受けるカタログの数量

も極めて多数に及ぶものと推測されること，東

京ギフトショーにおいてプチホルダーが審査員

特別賞を受賞した際，Ⅹ商品は一般に販売され

ていなかったこと，Ⅹ商品は平成16年８月から

販売が開始されたものの，……，その販売金額

及び数量等によれば，一般に広く認知された商

品とは認められないことからすれば，……Ｙの
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悪意，重過失を基礎付けることはできないとい

うべきである。」とし，不正競争防止法２条１

項３号違反を認めず，また著作権侵害について

もＸ商品の美術としての著作物性を否定し，Ｘ

らの請求を棄却した。

１．本判決の争点は，①Ⅹ1が大韓民国におい

て設立された法人であるため準拠法の決定，②

Ｙ商品はⅩ商品の形態模倣商品といえるか，③

Ⅹ商品の形態はⅩ商品の機能を確保するために

不可欠な形態といえるか，④模倣商品たるＹ商

品の取得時にＹは善意無重過失の取得者として

形態模倣規制の適用が除外されるか，⑤Ⅹ商品

が美術の著作物といえるか等多岐にわたってい

る。いずれも重要な論点を含む問題であるが，

紙幅の関係から争点④を中心に検討する。した

がって，判決のごとく，Ⅹ商品とＹ商品は個々

の特徴的形状の多くが共通していて全体の形態

もほぼ同一であるから両商品の形態は実質的に

同一である模倣商品であること（不競法２条１

項３号），Ⅹ商品の形態は商品の機能を確保す

るために不可欠な形態（同括弧書）に該当しな

いものとして論を進める１）。

２．Ｙ商品がⅩ商品の模倣商品であるとして

も，不競法２条１項３号は商品形態の模倣行為

を直接規制するものではなく，模倣商品の譲渡

行為を不正競争と位置づけている。そのため取

引によって模倣商品を譲り受けた時に模倣商品

であることについて善意無重過失であった取得

者には適用が除外される（不競法19条１項５号

ロ）。

商品形態の模倣による不正競争（不競法２条

１項３号）の保護法益と周知・著名商品等表示

の使用による不正競争（不競法２条１項１号・

２号）のそれとは異なっている。後者の保護法

益が事業者の営業上の利益である私益だけでな

く一般公衆の混同防止という公益も含むもので

【研　究】

あるのに対して，前者の保護法益は事業者の営

業上の利益という私益に限定されている。その

ため，商品形態の模倣による不正競争は，単な

る占有の移転に対してではなく賃貸借契約など

に基づいて占有を移転する場合に問題となる２）。

単なる占有は不競法２条１項１号・２号に規定

する引渡であるが，引渡は所有権の移転や使用

収益権の授与を伴わない行為であり，引渡自体

には他人の経済的成果に対するフリーライド

（只乗り）の要素を伴わないため違法行為とさ

れていないとされる３）。すなわち，引渡は法律

的な権利の移転ではなく，商品の現実的支配の

移転であるから４），模倣商品の取得者が所有権

を取得することはないから経済的成果に只乗り

することは考えにくいのである。

本件におけるＹ商品のＹによる取得行為は仕

入れ・販売という事業者の取引に基づく行為で

あり，単なる占有の移転ではないから本号にお

ける譲渡に該当する。Ｙ商品は模倣商品を製造

したＡからＢへ，そしてさらにＹへと譲渡され

ている。Ａ，ＢおよびＹの関係がグループ企業

や下請け関係等のいかなる関係にあるかは本判

決からは明らかではないが，譲渡が所有権の移

転を意味し，販売，交換のような有償譲渡のほ

か無償譲渡である贈与も含まれるため，自家生

産した模倣品をグループ内の関係企業に無償提

供する行為も譲渡にあたることになる５）。Ａ及

びＢが仮にＹとグループ企業であったとしても

譲渡であることに変わりはない。Ａ及びＢが下

請けであって下請け完成品を注文者に有償で譲

渡する場合でも善意の下請けは模倣の主観面を

欠くので適用除外規定によらなくても不競法２

条１項３号の不正競争行為とならず，過失で知

らない場合でも模倣は成立しないとされる６）。

商品の譲渡行為が違法行為とされているのであ

って，模倣商品の生産（製造）行為は違法行為

とされておらず規制対象になっていないためＡ

の製造行為を本号の規制対象とすることはでき
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ないことになる。

模倣行為自体を違法としなかったのは，試験

研究のための模倣行為までが対象とされ規制が過

度になり妥当でないと考えられたことによる７）。

３．適用除外規定に係る善意無重過失の判断

においてはいかなる要素が考慮されているので

あろうか。ヌーブラという輸入商品が問題とな

った事例では，①模倣商品讓受人が原告商品を

知った日，②それ以前から原告商品が業界内で

広く知れ渡っていたことを認定した上で，被告

は輸入にあたって被告商品形態が原告商品形態

を模倣したものではないかとの疑問を抱くべき

であるし，その疑問を払拭するに足りる調査を行

うべきであったとして悪意重過失を認めてい

る８）。また，イオンブラシ事件では，①原告の

商品がカタログ，新聞の折り込み広告及びテレ

ビショッピング番組に宣伝広告がなされている

こと，②原告商品が雑誌やテレビでトレンド商

品として紹介されたこと，③原告商品が相当数

の販売数量を有すること，④被告が家庭用電化

製品や雑貨等の輸入，卸売及び小売り事業を行

っていること等を認定した上で，被告の悪意重

過失を推認している９）。あるいは，ファッショ

ン時計事件では，①原告がわが国の代表的時計

製造販売会社であること，②原告商品が原告の

カタログに掲載され広く宣伝広告活動が行われ

ていること，③少なからぬ数量の原告商品が販

売されていたこと，④被告商品を不正に輸入す

る認識がなかったというだけで輸入取引の際の

具体的状況が明らかにされていないとして悪意

重過失を認めている10）。判断の要素としては，

原告商品の宣伝広告の状況や販売数量等からど

の時期にどの程度知られていたか，被告商品が

形態模倣商品かどうかについて十分な調査を尽

くしたかどうか，具体的な取引状況等を中心に

検討されている。

本判決はＹの善意無重過失について，①Ｙに

おけるＹ商品の仕入れがバイヤーによっている

という仕入方法の特殊性，②ＹはＹ商品の企

画・生産過程には関わらず仕入数量や価格決定

にのみ関わっていたこと，③膨大な商品のすべ

てについて開発過程の確認や形態模倣商品か否

かを調査することは著しく困難であること，④

Ⅹ商品の販売数量から広く一般に認識されてい

たといえないことからＹがⅩ商品の存在を認識

し又は認識することができないとしてＹの悪意

重過失を基礎づけるものではないとしてＹの善

意無重過失を認めている。Ｙがバイヤーの使用

者として商品の販売数量や販売価格の決定に係

っていることからすればその過程で模倣商品で

あることを認識しうる可能性が考えられるが，

Ｙは製造者ではないしＹ商品を製造者から直接

譲り受けているわけでもないのでＹ商品が模倣

商品であるか否かについての調査義務はバイヤ

ーにあるものと思われ，判旨は妥当である。

４．善意無重過失の判断基準時はいつか。適

用除外規定では模倣商品の譲受時としている。

本判決はＹによるＹ商品の購入時を基準に適用

除外規定を適用している。しかし，裁判例には，

原告商品の販売からおよそ２ヶ月後に被告商品

を販売した事例で被告商品の販売開始時点にお

いては，原告商品の存在及び形態を認識してお

らず重過失もなかったとしながら，被告商品の

販売からおよそ２ヶ月後に原告が内容証明郵便

により原告商品の形態を示すことなく被告商品

が原告商品の形態模倣商品であることを告知

し，被告商品の販売の即時停止を警告した場合

には，被告は原告に連絡を取る等して，原告の

商品形態や製造の経緯を調査することは極めて

容易であり，そのような措置によって原告商品

と被告商品がわずかな相違しかない酷似商品で

あることや被告商品は原告がデザインを作成し

た上で原告商品と同じ企業に製造委託したもの

であることが認識できたとして内容証明郵便到

達以後は被告商品が原告商品の模倣商品である

ことを認識しないことについて重過失があると
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して内容証明郵便の到達の翌日以後に譲り受け

た被告商品の販売が不正競争行為を構成すると

している11）。学説は，「この理を推し及ぼせば，

訴状や準備書面等で請求原因に接すれば，遅く

とも判決の時点までには故意又は重過失がある

ことになると考えられるから」形態模倣規定の

適用除外の抗弁が成立しても「差止めの対象か

ら抜け落ちるのは，たかだか過去に譲り受けた

商品を販売する行為に限定されることになろ

う。ゆえに，遅くとも判決時点以降に取得した

商品を販売することは許されない。」とする12）。

模倣商品の取得者が取得時にその商品が模倣商

品であることを重大な過失なく知らなかった場

合に適用除外規定が適用されるのであって，商

品の取得者が事後に悪意，もしくは善意重過失

になっても取得時に善意無重過失であれば，取

得者による譲渡等は不正競争として差止めや損

害賠償の対象にならないものと解されている13）。

その根拠は，適用除外規定は取引により善意無

重過失で営業秘密を取得した者に取引によって

取得した権限の範囲内で営業秘密を使用又は開

示することを認める不競法19条１項６号と同趣

旨の規定であるからとされる14）。しかし，あく

まで取得時に善意無重過失でなければ適用除外

を受け得ないので，その後，善意無重過失でな

くなった場合にはそれ以後の取得には適用除外

を受けることはできない。先の露取りゾウくん

事件判決も内容証明郵便により形態模倣である

ことの告知を受け，被告商品の販売を即時中止

するよう求める警告を受けた被告が原告の形態

や製造経緯を調査することが容易であるにもか

かわらずそのような調査義務を尽くさなかった

ことに重大な過失があるとされ適用除外規定が

適用されなかったのである。したがって，善意

無重過失の判断基準時は原則として形態模倣商

品の取得時であるが，その後口頭弁論終結時ま

でに悪意重過失となれば適用は除外されないこ

とになるから判決時点以後に取得した形態模倣

商品が差止めの対象となり販売できないことに

なる。

５．模倣商品が転々流通した場合に取得者ご

とに善意無重過失を認定する必要があるかも問

題である。Ｙ商品はＡからＢを経てＹに譲渡さ

れているが，Ａ又はＢの譲受時の善意無重過失

は問題にする必要がないのかどうかということ

である。

学説は，転々譲渡されていくような場合の譲

受時の善意無重過失は当事者ごとに相対的に判

断すべきであるとする相対説と，いったん善意

無重過失者が介在した商品に関しては以後悪意

重過失取得者が現れても善意無重過失者の抗弁

を援用しうると解すべきとする絶対説に分かれ

る。相対説は，条文上は模倣商品を譲り受けた

ものについて個別にその善意悪意を判断する趣

旨に読めること，善意無重過失者から譲り受け

た讓受人が悪意重過失者である場合，悪意重過

失者は再販売等ができなくても所有権そのもの

は失わないこと，悪意重過失者に対して不正競

争防止法の規制を及ぼしても何ら不当ではない

ことを根拠としている15）。また，善意無重過失

者から譲り受けた悪意無重過失者も他人の成果

に只乗りする者であり，かつ，その行為によっ

て他人は商品の販売数量の減少や信用毀損など

の営業上の利益を害されるおそれがあるから免

責されないと解されている16）。

これに対して絶対説は，事件が新聞沙汰にな

ったような場合にはそれ以降多くの者が悪意重

過失者となってしまうため転売に支障を来しか

ねないことから善意無重過失の取得者を保護す

る法の趣旨に鑑みて善意者が介在すれば以後悪

意重過失者がいても適用は除外されることにな

ると解されている17）。相対説への批判としては，

民法における善意者保護における相対説に対す

る批判と同様の批判として法律関係が複雑にな

るとする指摘が考えられるが，悪意重過失の取

得者は再販売ができなくなるだけであって所有
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権を失うことはないし，模倣商品についての前

取得者から追奪を受けることもなかろうから善

意無重過失について取得者ごとに判断をする相

対説が妥当であると解する18）。本判決は，製

造・販売をしたＡやＢから仕入れ，さらにＹへ

販売をしたＢの善意無重過失を問題にしていな

いことからして相対説によって判断しているも

のと思われる。

注　記

1） 判決では美術の著作物性についても否定してい
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平15（ワ）13847号　最高裁HP。
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10） ファッション時計事件　東京地裁平成11年６月
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129頁。

11） 露取りゾウくん事件　大阪地裁平成12年７月27

日判決　平７（ワ）2692号　判例不正競業法1162

の171頁。

12） 田村善之『不正競争防止法［第２版］』（有斐閣，

2003年）309頁。

13） 渋谷達紀・前掲注３）394頁，出沢秀二他著『不

正競争防止法の実務』（商事法務研究会，平成７

年）81頁。
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15） 出沢秀二他著・前掲注13）81頁。

16） 渋谷達紀・前掲注３）394頁。

17） 田村善之・前掲注12）309－310頁。
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